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はじめに 

2013 年 1月の有効求人倍率は 0.85 倍と 3カ月連続で改善し、回復の兆しがみられる。ただし、

完全失業率は 4.2％と依然として高水準であり、雇用環境の厳しさからは脱していない。他方、2013

年 4 月から高年齢者雇用安定法が改正され、希望者全員の継続雇用が義務づけられるなど高年齢

者の雇用増への対応が求められている。 

帝国データバンクは、2013 年度の雇用動向に関する企業の意識について調査を実施した。なお、

本調査は、TDB景気動向調査 2013年 2月調査とともに行った。 

 

調査期間：2013 年 2 月 18日～2月 28日。 

調査対象は全国 2万 3,051社で、有効回答企業数は 1万 338社（回答率 44.8％）。 

なお、雇用動向に関する調査は 2005 年 2月以降、毎年実施し今回で 9回目。 

本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP 

（http://www.tdb-di.com/visitors/）に掲載した。 

 

調査結果（要旨） 

 

1. 2013年度の正社員採用、「増加する」が 22.8％で前年比微増。4年連続で改善した。 

「採用予定はない」は 34.0％で微減。需要増への対応に加えて組織の若返りを図りたい企業も

みられ、正社員採用環境は徐々に改善している。 

 

2．雇用環境の改善時期は、「2013年度」が 10.4％、「2014 年度」が 20.7％、「2015 年度」が 10.6％

となった。全体の約 4 割が今後 3 年以内を見込んでおり、「長期的に改善する見込みはない」

が大幅に減少し、今後の雇用環境への見方が改善していることがうかがえる。 

 

3. 現在の高齢者雇用についての対応状況は、「継続雇用制度の導入」が約 7割となった。 

 

4. 改正高年齢者雇用安定法等への対応は、「60歳以降の従業員の賃金体系の見直し」が約 6割と

なった。正社員採用の抑制による対応は約 2割となった。 

 

特別企画 ： 2013年度の雇用動向に関する企業の意識調査 

正社員採用、4年連続で改善 

～改正高年齢者雇用安定法等への対応、 

          「60 歳以降の従業員の賃金体系の見直し」が約 6 割～ 
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1.  2013 年度の正社員採用、「増加する」が微増、4 年連続で改善 

 

2013年度（2013年 4 月～2014年 3月入社）の正社員（新卒・中途入社）の採用状況について尋

ねたところ、「増加する（見込み含む）」と回答した企業は 1万 338社中 2,357 社、構成比 22.8％

となった。2012 年度（2012年 3月調査）の 21.9％と比べると 0.9ポイント増となり、小幅ではあ

るものの、4年連続で改善した。 

業界別では、復興需要に加えて公共工事への期待が高まっている『建設』（同 30.5％、435社）

が最も高く、『サービス』（同 27.5％、405社）や『運輸・倉庫』（同 24.7％、96社）、『小売』（同

23.5％、103社）なども正社員採用意欲が比較的高い結果となった（5ページ参考表参照）。 

地域別では『東北』（同 28.5％、168 社）が最も高く、次いで『北海道』（同 26.3％、144 社）、

『九州』（同 25.6％、207社）の順となった。 

他方、「採用予定はない」は同 34.0％（3,511社）となり、3年連続で減少した。 

 

企業からは、「公共事業の増加への対応で資格者等が必要なため」（土木建築サービス、北海道）、

「受注量の増加により人員増加」（機械製造、南関東）など、需要増に対応するため新規採用を増

加させる声が聞かれた。また、「技術の伝承と組織の若返りを図るため」（鉄鋼・非鉄・鉱業、九

州）、「リーマン・ショック以降、新卒の採用を見送っていたため若手社員が減少し、社員の年齢

層が上がりバランスが悪くなったため、今後積極的に新卒を採用する予定」（情報サービス、南関

東）など組織の若返りや人員構成のアンバランス解消を図る声などもあり、正社員採用は徐々に

改善している。 

しかし、「現状は忙しい

が、先行き不透明な状況

では採用に踏み切れな

い」（建具製造、南関東）

など、今後の景況感がみ

えず、採用に慎重な姿勢

をとる企業や、「高年齢者

雇用安定法改定にともな

い、新たな採用は難しい」

（機械・器具卸売、近畿）

など、高年齢者の雇用が

新規採用に影響を与える

との声も聞かれた。 

    正社員採用について 
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2.  雇用の改善時期、今後 3 年以内が約 4 割 

 

自社の属する地域・業界の雇用環境が改善する時期はいつ頃になるか尋ねたところ、「2013 年度」

と回答した企業は構成比 10.4％（1,072社）、「2014 年度」は同 20.7％（2,139 社）、「2015年度」

は同 10.6％（1,094 社）となった。雇用環境の改善が見込める時期が今後 3 年以内と考える企業

は合わせて同 41.6％（4,305社）で、改善を見込む企業は 4割を超えた。 

また、「長期的に改善する見込みはない」と回答した企業は同 20.8％（2,150社）となり、前回

調査と比較すると、9.1ポイント減と大幅に減少した。景気回復への期待から今後の雇用環境に対

する見方が改善している。 

規模別にみると、「長期的に改善する見込みはない」が『大企業』は同 17.9％（425社）、『中小

企業』は同 21.7％（1,725 社）、『小規模企業』は同 23.1％（552 社）となり、規模が大きいほど

割合が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.  現在の高齢者雇用、継続雇用制度を導入する企業が約 7 割 

 

現在の高齢者雇用について対応状況を尋ねたところ、「継続雇用制度の導入（雇用を限定する基

準あり）」が構成比 43.6％（4,512 社）で最多となった。次いで「継続雇用制度の導入（雇用を限

定する基準なし）」が同 26.1％（2,702社）となった。合計すると 69.8％となり、約 7割の企業が

「継続雇用制度」を導入している。「定年の引き上げ」は同 7.3％（752 社）、「もとから定年はな

い」は同 6.2％（646 社）、「定年の定めの廃止」は同 1.7％（179社）となった。 

    雇用の改善時期について 

   高齢者雇用の状況について 

（構成比％、カッコ内社数）

2014年度 2015年度

0.8 (80) 41.6 (4,305) 10.4 (1,072) 20.7 (2,139) 10.6 (1,094) 5.4 (561) 20.8 (2,150) 31.4 (3,242) 100.0 (10,338) 29.9 (3,200)

1.2 (29) 40.8 (967) 10.5 (250) 19.7 (467) 10.5 (250) 5.6 (132) 17.9 (425) 34.5 (819) 100.0 (2,372) 23.7 (591)

0.6 (51) 41.9 (3,338) 10.3 (822) 21.0 (1,672) 10.6 (844) 5.4 (429) 21.7 (1,725) 30.4 (2,423) 100.0 (7,966) 31.7 (2,609)

うち小規模 0.7 (16) 41.0 (982) 10.3 (247) 20.0 (478) 10.7 (257) 5.9 (141) 23.1 (552) 29.4 (703) 100.0 (2,394) 35.7 (870)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：2013年の母数は、有効回答企業1万338社、2012年の母数は、有効回答企業1万711社

合計
長期的に改
善する見込
みはない

2012年度内 3年以内 分からない
2016年度

以降2013年度

全体

大企業

中小企業

長期的に改善する
見込みはない

＜参考＞2012年結果

（構成比％、カッコ内社数）

継続雇用制度
の導入

（雇用を限定
する基準あり）

継続雇用制度
の導入

（雇用を限定
する基準なし）

7.3 (752) 69.8 (7,214) 43.6 (4,512) 26.1 (2,702) 1.7 (179) 6.2 (646) 15.0 (1,547) 100.0 (10,338)

4.5 (106) 79.2 (1,879) 52.2 (1,239) 27.0 (640) 0.4 (9) 1.0 (23) 15.0 (355) 100.0 (2,372)

8.1 (646) 67.0 (5,335) 41.1 (3,273) 25.9 (2,062) 2.1 (170) 7.8 (623) 15.0 (1,192) 100.0 (7,966)

うち小規模 9.8 (235) 44.9 (1,074) 25.5 (611) 19.3 (463) 4.0 (95) 19.4 (465) 21.9 (525) 100.0 (2,394)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万338社

分からない 合計
定年の

引き上げ
継続雇用制度

の導入
定年の定めの

廃止
もとから定年

はない

全体

大企業

中小企業
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4.  高年齢従業員の増加への対応、 

「60 歳以降の従業員の賃金体系の見直し」が約 6 割、正社員採用抑制は約 2 割 

 

2013 年 4 月に高年齢者雇用安定法が改正されることや老齢年金支給開始年齢の引き上げなどに

より高年齢の従業員の増加が見込まれるなか、どのような対応を取るか尋ねたところ、「60歳以降

の従業員の賃金体系の見直し」が構成比 58.2％（6,021社、複数回答、以下同）と最も多かった。

次いで「60歳以降の従業員の労働条件（勤務日数・時間など）の見直し」（同 46.3％、4,783社）

となった。60 歳以降の従業員の待遇を見直すことで高年齢従業員の増加に対応する企業が多くみ

られた。 

また、「新卒者の採用抑制」は同 11.3％（1,171社）、「中途採用者の採用抑制」が 15.2％（1,576

社）となった。このいずれかを選択した企業は同 21.5％（2,223 社）となり、約 2 割の企業が正

社員採用の抑制で対応すると回答した。景気回復による雇用増加が期待されるなか、同法改正の

影響で正社員採用抑制が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業からは、「60歳以降の雇用については、能力・体力を勘案し本人の希望職種を最優先に、そ

の労働に見合う賃金設定とする」（化学品製造、近畿）といった高年齢者それぞれに合わせた業務、

賃金を設定するという企業がある一方で、「高年齢者は若者向けのファッションを売りにくいなど、

仕事の確保がかなり難しい」（服飾品小売、近畿）など高年齢者に適した仕事が少ないという企業

もあった。 

新政権による景気対策への期待は大きく、株高や円安傾向となっているものの、雇用の増加に

は実需の拡大が不可欠であり、実体経済へ波及させていくことが求められている。さらに今後増

加が見込まれる高年齢者を活かしながらも、若年者採用が抑制されることのないよう、個別企業

の状況にあわせた施策を検討していく必要がある。

    高年齢従業員の増加への対応について 

構成比（％） 回答数（社）

1 60歳以降の従業員の賃金体系の見直し 58.2 6,021

2 60歳以降の従業員の労働条件（勤務日数・時間など）の見直し 46.3 4,783

3 60歳以降の従業員が担当する仕事の確保 23.1 2,390

正社員採用の抑制 21.5 2,223

4 中途採用者の採用抑制 15.2 1,576

5 定年の延長・廃止 14.3 1,478

6 60歳までの従業員の賃金体系の見直し 13.6 1,408

7 新卒者の採用抑制 11.3 1,171

8 非正規社員（派遣、パート・アルバイトなど）の採用抑制 10.2 1,056

9 非正規社員（派遣、パート・アルバイトなど）の採用増加 7.4 761

10 早期退職制度の導入・強化 3.4 354

注1：

注2：「正社員採用の抑制」は「新卒者の採用抑制」または「中途採用者の採用抑制」のいずれかを選択した企業

注3：母数は、有効回答企業数1万338社

以下、「60歳到達前・到達時のグループ会社への出向・転籍の実施」(3.3％、339社)、「60歳到達前・到達
時の希望者への再就職先支援」(2.7％、274社)、「その他」(1.8％、184社)、「特になし」(24.3％、2,511社)
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【参考】正社員採用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（構成比％、カッコ内社数）

増加する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

減少する
（見込み含む）

採用予定は
ない

分からない 合計

22.8 (2,357) 26.9 (2,780) 7.2 (747) 34.0 (3,511) 9.1 (943) 100.0 (10,338)

27.4 (651) 39.5 (937) 11.5 (272) 12.9 (305) 8.7 (207) 100.0 (2,372)

21.4 (1,706) 23.1 (1,843) 6.0 (475) 40.2 (3,206) 9.2 (736) 100.0 (7,966)

うち小規模 15.3 (366) 16.2 (389) 2.5 (60) 55.1 (1,319) 10.9 (260) 100.0 (2,394)

20.5 (8) 30.8 (12) 20.5 (8) 23.1 (9) 5.1 (2) 100.0 (39)

14.4 (18) 36.8 (46) 3.2 (4) 25.6 (32) 20.0 (25) 100.0 (125)

30.5 (435) 28.3 (404) 4.6 (65) 27.3 (389) 9.4 (134) 100.0 (1,427)

18.7 (49) 21.4 (56) 4.6 (12) 42.7 (112) 12.6 (33) 100.0 (262)

20.2 (603) 28.8 (860) 10.2 (304) 32.4 (969) 8.4 (252) 100.0 (2,988)

20.1 (636) 23.3 (737) 5.4 (171) 41.4 (1,308) 9.8 (309) 100.0 (3,161)

23.5 (103) 29.2 (128) 8.4 (37) 30.8 (135) 8.2 (36) 100.0 (439)

24.7 (96) 27.5 (107) 8.7 (34) 29.0 (113) 10.0 (39) 100.0 (389)

27.5 (405) 29.0 (427) 7.3 (107) 28.8 (424) 7.5 (111) 100.0 (1,474)

11.8 (4) 8.8 (3) 14.7 (5) 58.8 (20) 5.9 (2) 100.0 (34)

26.3 (144) 21.0 (115) 5.5 (30) 38.6 (211) 8.6 (47) 100.0 (547)

28.5 (168) 26.9 (159) 5.4 (32) 30.7 (181) 8.5 (50) 100.0 (590)

20.9 (137) 25.7 (169) 8.8 (58) 35.6 (234) 9.0 (59) 100.0 (657)

21.6 (734) 27.6 (939) 6.5 (221) 34.7 (1,179) 9.6 (328) 100.0 (3,401)

24.8 (132) 25.9 (138) 8.5 (45) 32.5 (173) 8.3 (44) 100.0 (532)

22.2 (248) 27.5 (308) 9.3 (104) 32.1 (359) 8.9 (100) 100.0 (1,119)

22.4 (389) 28.0 (487) 7.2 (126) 33.8 (587) 8.6 (149) 100.0 (1,738)

20.7 (128) 27.6 (171) 7.9 (49) 34.4 (213) 9.4 (58) 100.0 (619)

21.5 (70) 30.4 (99) 5.2 (17) 35.0 (114) 8.0 (26) 100.0 (326)

25.6 (207) 24.1 (195) 8.0 (65) 32.1 (260) 10.1 (82) 100.0 (809)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万338社

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

農・林・水産

中小企業

卸売

小売

その他

北海道

運輸・倉庫

サービス

東北

北関東

九州

南関東

北陸

東海

近畿

中国

四国
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 政策支援課  担当：鈴木 

 TEL 03-5775-3164  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,051 社、有効回答企業 1 万 338 社、回答率 44.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

547 1,119
590 1,738
657 619

3,401 326
532 809

10,338

（2）業界（10業界51業種）

39 79
125 33

1,427 23
262 12

飲食料品・飼料製造業 349 34
繊維・繊維製品・服飾品製造業 117 56
建材・家具、窯業・土石製品製造業 236 144
パルプ・紙・紙加工品製造業 106 51
出版・印刷 192 7
化学品製造業 393 389
鉄鋼・非鉄・鉱業 530 37
機械製造業 447 11
電気機械製造業 353 8
輸送用機械・器具製造業 98 126
精密機械、医療機械・器具製造業 74 37
その他製造業 93 61
飲食料品卸売業 393 15
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 219 142
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 382 126
紙類・文具・書籍卸売業 118 401
化学品卸売業 320 62
再生資源卸売業 28 201
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 337 90
機械・器具卸売業 984 26
その他の卸売業 380 131

34
10,338

（3）規模 （4）中国進出

2,372 22.9%

7,966 77.1%

(2,394) (23.2%)

10,338 100.0%

(297) (2.9%)

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

中国進出 769

（2,988）

卸売

（3,161）

金融

建設

不動産

製造

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（439）

サービス

（1,474）

運輸・倉庫

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

電気・ガス・水道・熱供給業

その他の小売業

飲食店

電気通信業


